研修出張様式４


研修報告書

	所　　属　　南山苑　　　　　　職　種　部門執行管理者　　　　　　　氏　名　森崎　麗香子

	期　　間　　平成24年9月26日

	出張目的　平成24年度介護サービス情報の公表制度「10の研修テーマ」にかかる研修会参加の為。

	出 張 先　ウェディングプラザ・アラスカ

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


【考察】

　今回、「高齢者の虐待防止の理解と職員の役割」の内容であり、①高齢者虐待防止法での虐待の定義やそれに付随する、②福祉・介護サービスを受ける高齢者の権利、また、③どういったことから虐待とみなすのかの判断基準について詳しく学ぶことができました。

　上記の①～③の視点から見た場合に、その事柄が虐待なのか、そうではない不適切ケア、もしくは、

それにも値しないのかを判断することがケースによっては難しさがあると感じました。

判断することが難しい、個々人によって感じ方が違うために、私達は、無意識のうちに不適切なケアを行なってきてしまっているのかもしれないと感じました。

それが、不適切だという自身での気づきやお互いに「それは適切じゃない」と指摘しあえる、利用者、家族の声やサインをしっかり受け止める、受け止めることができる人材、環境をしっかり作っていかなくていけないと感じました。

　また、施設に勤務する者として、虐待がおこらないように、不適切なケアがある場合には、どうしてそのようなケアをしてしまったのかの背景を分析し、不適切なケアの段階で芽を摘み、虐待に発展しないような取り組み・解決方法をとっていかなければいけないと感じました。もちろん、不適切なケアがおこらないように、「良質なケア」について、今一度スタッフ間で話し合い、統一した意識でケアできる体制、を構築していきたいと思います。

【研修要旨】

1． 講義：「高齢者虐待防止の理解と職員の役割」

講師：青森県立保健大学　教授　大和田　猛　氏

○福祉の歴史・・・

介護保険導入前

措置制度･･･行政が利用させるサービスを一方的に決め、利用希望者が使用したいものを利用できない仕組みであった。

　　

介護保険導入後

　利用契約制度･･･利用したいサービスを選び、利用希望者がサービスを提供する側と利用契約を結

ぶ。

　利用契約制度に変化したことにより･･･






上記の関係性となり、介護保険法・社会福祉法だけでなく、消費者契約法もからんでくることになる。

また、

例）




　ということがあるが、福祉・介護サービスにおいても同じことが言え、利用者は、サービスを提供している側へクレームを言う権利がある。（人権擁護の権利）

そういった点を踏まえながら、私達はサービスを提供していかなければいけない。

· 高齢者虐待防止法制定までの経緯

高齢者が増加していく社会であり、その高齢者は、社会的に弱い立場（社会的弱者）にある方が多い。

	　　　　　　　

＊経済弱者

《生活保護受給者が多い》

＊情報弱者

《情報を収集すること・情報を収集する方法（機器：インターネット・携帯電話

社会的弱者　　　　等使いこなせない）が少ない》

＊社会関係弱者

《社会との関係を持つことをしようとしない・人との結びつきを持とうとしない（孤立してしまう）》

　　　　　　　＊人権侵害弱者

《人権が侵害されやすい・侵害されていることに気づかない・侵害されているこ

とを気づいていても隠す》


　

　　

　

2006年高齢者虐待防止法制定。

○高齢者虐待防止法「高齢者虐待の防止、高齢者の擁護者に対する支援等に関する法律」

　法律の目的（1）「高齢者の尊厳の保持」を理念とする。

　　　　　　（2）「高齢者の意向の尊重」を徹底する

　　　　　　（3）「良質かつ適切な福祉サービスの提供」を遵守する。

　　　　　　（4）そのために高齢者虐待の防止が極めて重要であり、そのための必要な措置を定める。


つまり、高齢者の権利・尊厳・利益を守るための法制度である。

○高齢者虐待の定義

	身体的虐待
	意図的に物理的力を行使して、結果として身体の傷、痛み、障害（欠損）をもたらすこと。

・他傷（切り傷、刺し傷、擦り傷、痣、脱臼、骨折、打ち身、火傷等）

・暴力行為（傷にならない身体的暴力、つねる、乱暴な扱い、無理矢理食べさせる等）

・過剰な投薬（用量を超えた投薬、不必要な投薬、誤用等や不十分な投薬

・抑制や制限（家具や寝具に縛り付ける、部屋から出さない、家から出さない等）

	情緒的

心理的虐待
	意図的に、脅迫、侮辱、またはその他言語による、または言語によらない虐待行為により、精神的または情緒的な苦痛を与えること。

・恥をかかせる、あざ笑う、馬鹿にする、辱める、悪口を言う

・怒鳴る、罵る、脅迫する等

・拒絶する、一人にする、無視する等。


	放任

介護放棄
	介護提供者が、意図的または結果的に介護の提供に関わる約束または義務を履行しないこと

・不衛生（入浴させない、紙や爪が伸び放題、皮膚が汚れている、排泄物の放置等）

・栄養状態が悪い（栄養失調状態、脱水状態、食事の量が不十分、食事の質が悪いなど）

・身体介護の怠慢（日常的な介護不足、気候や時間帯にあった服装を着ていない、衣服が汚れている・破れている、褥瘡の放置、おむつを換えない、長時間一人にさせる等）

・必要な医療を受けていない、治療食を継続していない、必要な義歯や眼鏡がない等

・部屋が掃除されていない、破損した箇所が修繕されていない、冷暖房の不備等

	金銭的

物質的搾取

（経済的虐待）
	高齢者の金銭、財産、その他の資産を許可無く利用すること

・金銭を盗む、無断で使用する

・年金や手当を本人に渡さない、年金を使い込む

・高齢者が生活するのに必要な金銭（生活費、家賃、交際費等）を渡さない

	性的虐待
	高齢者との合意に基づかないあらゆる形の性的接触

・合意のない性的接触、性器への接触、性的いたずら、レイプ等


· 上記の例示に含まれない場合でも、虐待（意図的な障害の行使、不条理な拘束、脅迫、残酷な罰等を与え、身体的または、精神的傷、苦痛をもたらす行為や必要なサービスや物品を取り上げる行為）、放任（必要なサービスや物品の提供を怠る、または介護をせずに放任する行為）、搾取（金銭や資産を不法にまたは不適切に介護者自身の金銭的利益や個人的利益のために使う行為）とみなされる時は、「虐待行為」に含む。

· 高齢者虐待防止法では、高齢者虐待を上記のように定義しているが、広い意味での高齢者虐待を「高齢者が他者から不適切な扱いにより権利利益を侵害される状態や生命、健康、生活が損なわれるような状態に置かれること」と捉えている。　＊1
· 虐待の割合

	虐待の種別
	身体的虐待
	心理的虐待
	介護放棄
	経済的虐待
	性的虐待

	割合
	66.6％
	43.0％
	37.0％
	10.7％
	0.8％


→寝たきりの方よりも、行動障害のある方に対してが多い。

このような実態があるが、このような虐待をなくしていくための私達の役割は、

３つの命を守ること！！

→①生物的命（食べる・寝るetc）②人格的命（周りがその人のことを認める）

③社会的命（社会とのつながり・接点を守る）


　これを守るための原則

1 コンプライアンス（法令遵守）

2 エビデンス（根拠）

3 アンカンタピリティ（説明・責任）

＊１：福祉・介護サービスを受ける高齢者の権利・利益
　1）生命・身体の安全が守られる権利

　2）プライバシーが尊重される権利　

　3）適切な看護を受ける権利

　4）財産が守られる権利

　5）意見・質問・苦情を表明する権利

　6）わかりやすい情報提供と説明を受ける権利

　7）良質なケアサービスを受ける権利

　8）自尊心が保障され、尊厳が守られる権利

　9）心身ともに快適な環境で生活する権利

10）虐待及び拘束からの自由の権利

　サービス提供する側の義務

1） 安全配慮義務

2） 危険回避義務

3） 危険予見義務　　　　これらの義務が守られていなければ、賠償責任がとられる

4） 不快回避義務

5） 尊厳保持義務

　　　　↓

良質かつ適切なサービスの提供（業務遂行義務）

○高齢者虐待を考える為の2つの視点

1） 報道などで顕在化した高齢者虐待にも気づかれていない虐待がありうる

1 意図的な虐待だが表面化していないもの（意図的虐待）

2 結果的に虐待を行なってしまっているもの（非意図的虐待）

3 「緊急やむを得ない」場合以外の身体拘束

→ⅰ：切迫性：本人や他の入所者等の生命・身体が危険にさらされる可能性が著しく高い

　　　　　ⅱ：非代替性：身体拘束その他の行動制限を行なう以外に変わりになる介護方法がない

　　　　　ⅲ：一時性：身体拘束その他の行動制限が一時的なものである。

　　　　　を満たし、十分な手続きを踏んだ場合に限る。

　　　　　上記以外は、身体拘束は原則全て高齢者虐待に該当。

2） 明確に「虐待である」と判断できる行為の周辺には、判断に迷う『グレーゾーン』が存在する。

　①「虐待である」とは言い切れないが『不適切なケア』

　②明確な線引きはできず、『不適切なケア』が底辺として連続

　『不適切なケア』の存在が放置されることで蓄積・エスカレートする状況がある。

　↓

『不適切なケア』の段階で発見し「虐待の芽」を摘む取り組みが求められる。

　法律上虐待とは言えないけれど、本人や家族が「辛い・悲しい・不快・不安」等と感じる不適切なケアは非常に多い。説明不足や言葉がけ、意思疎通に問題があると思われることも多い。小さなミスでも放っておかず、小さな気づきにも蓋をしないで、皆で考えることが弟一歩である。

　虐待であるかの判断基準

1 社会常識上許容されるか

2 高齢者権利・利益に順ずるものであるか

3 その経緯に根拠や説明・責任が果たせるか否か

4 家族、第三者からみて許容されるか

5 家族等から書面で同意を得ているか

6 虐待防止法の理念に照らして該当するかどうか

7 職業倫理規程に照らして違反になるかどうか

8 社会福祉法・介護保険法の理念に該当するか

9 行なっている場合の前後の事実・行為が正確に記録されているか否か

○虐待がおこる要因

1 職員全体→職員の数、業務内容、勤務ローテーション

2 職員個人の資質→職員自身が、利用者と関わる態度・言葉

3 職場環境→職場の設備・給料・福利厚生、研修への参加の機会

↓

　私達がまずすることは・・・

　・不適切なことをしている職員に対しての教育・指導

　・教育、指導していくための基盤作り
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（消費者）

















サービスを提供する側


（生産者）





介護・福祉サービスの提供


（商品）





利用料を支払う


（代金）





服屋





消費者





服を購入





服に欠陥があった





クレーム





人権侵害を少しでも防止するために





司法から示されている権利の項目





契約した利用者本人だけでなく、家族のことも考え、視野に入れた対応が必要








